


 

当連結会計年度(2023年３月31日)
 

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 7,010 5,254 1,756

(2) 債券    

① 国債・地方債等 5 5 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 7,016 5,259 1,756

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 3,405 3,998 △593

(2) 債券    

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 1,718 2,004 △286

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 5,123 6,003 △879

合計 12,139 11,262 876
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額　45百万円）については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

 
２．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について43百万円(その他有価証券の株式43百万円)減損処理を行っておりま

す。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。





 

(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計ユニット
ハウス事業

モジュール・
システム建築
事業

建設機械
レンタル事業

一時点で移転される財 11,034 1,087 379 12,500

一定の期間にわたり移転される財 174 3,129 ― 3,303

顧客との契約から生じる収益 11,208 4,216 379 15,804

その他の収益 13,986 4 791 14,782

外部顧客への売上高 25,194 4,221 1,170 30,587
 

(注)　「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づき認識したレンタル収益であります。

 
当連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計ユニット
ハウス事業

モジュール・
システム建築
事業

建設機械
レンタル事業

一時点で移転される財 12,434 1,254 393 14,082

一定の期間にわたり移転される財 215 2,940 ― 3,155

顧客との契約から生じる収益 12,649 4,195 393 17,238

その他の収益 13,683 0 730 14,414

外部顧客への売上高 26,332 4,196 1,123 31,652
 

(注)　「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づき認識したレンタル収益であります。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４．会計方針に関する事項　(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

  (単位：百万円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 7,998 7,947

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 7,947 7,551

契約資産(期首残高) 194 88

契約資産(期末残高) 88 815

契約負債(期首残高) 136 156

契約負債(期末残高) 156 439
 





 

当連結会計年度(自　2022年４月１日 至　2023年３月31日)

  (単位：百万円)

 
ユニット
ハウス事業

モジュール・
システム建築
事業

建設機械
レンタル事業

合計

売上高     

外部顧客への売上高 26,332 4,196 1,123 31,652

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ―

計 26,332 4,196 1,123 31,652

セグメント利益 3,907 366 84 4,358

セグメント資産 22,803 1,519 1,243 25,566

その他の項目     

減価償却費 2,879 33 238 3,151

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

5,841 214 216 6,272
 

 

(参考情報)

所在地別の売上高及び営業利益は以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 日本 タイ 合計

売上高    

外部顧客への売上高 31,555 97 31,652

所在地間の内部売上高又は振
替高

― ― ―

計 31,555 97 31,652

営業利益又は損失(△) 4,407 △98 4,308
 

(注) １．全社費用は、日本に含めて表示しております。

２．インドネシアは、PT.NAGAWA INDONESIA INTERNATIONALの清算が結了したため、除外しております。

なお、この変更に伴い、前連結会計年度の参考情報は、当連結会計年度における所在地別の区分に組み替え

て表示しております。

 





 

(１株当たり情報)
 

 
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 3,244.32円 3,401.25円

１株当たり当期純利益金額 192.51円 199.15円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）の従持信託が保有していた当社株式を、１株当たり

当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（前連結会計年

度　52千株、当連結会計年度　―千株）

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額
(百万円)

3,017 3,130

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純
利益金額(百万円)

3,017 3,130

期中平均株式数(千株) 15,672 15,720
 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 









第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年６月20日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 16,357,214 16,357,214
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 16,357,214 16,357,214 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増
減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2004年７月９日 △280,000 16,357,214 ― 2,855 ― 4,586
 

(注)　上記の減少は、利益による自己株式の消却によるものであります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性11名　女性1名　(役員のうち女性の比率8.3％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

代表取締役

会長
髙橋　修 1962年６月24日生

1985年４月 富士通株式会社入社

1988年１月 当社入社

1995年４月 企画室課長

1998年４月 製造部次長兼企画室次長

1998年６月 取締役企画室長

1999年４月 取締役第一営業本部長兼営業開発

部管掌

2001年６月 専務取締役第一営業本部長兼営業

開発部管掌

2002年４月 専務取締役第一営業本部長

2004年３月 株式会社建販代表取締役社長

2004年６月 代表取締役社長管理本部管掌

2008年６月 代表取締役社長

2012年６月 PT.NAGAWA INDONESIA

INTERNATIONAL代表取締役社長

2012年10月 NAGAWA(THAILAND)Co.,Ltd.代表取

締役社長

2014年４月 PT.NAGAWA INDONESIA

INTERNATIONAL取締役

NAGAWA(THAILAND)Co.,Ltd.取締役

2016年４月 代表取締役社長兼管理本部長

2018年３月 NAGAWA OY CONSTRUCTION

Co.,Ltd.取締役

2018年４月 代表取締役社長

2023年４月 代表取締役会長(現任)

(注)４ 20,112

代表取締役社長

兼管理本部長
新村　亮 1975年４月４日生

1998年４月 当社入社

2009年４月 企画室課長

2011年４月 企画室兼海外準備室課長

2014年４月 企画室長兼海外事業推進室長

2015年６月 取締役企画室長兼海外事業推進室

長

2018年３月 PT.NAGAWA INDONESIA

INTERNATIONAL取締役

NAGAWA(THAILAND)Co.,Ltd.取締役

NAGAWA OY CONSTRUCTION

Co.,Ltd.取締役(現任)

2018年４月 常務取締役管理本部長兼企画室長

兼海外事業推進室長

2019年４月 常務取締役管理本部長兼企画室長

兼経理部長

2021年１月 常務取締役管理本部長兼企画室長

兼経理部長兼海外事業推進室長兼

システム開発室管掌

2022年４月 専務取締役管理本部長兼企画室長

兼経理部長兼システム開発室管掌

兼安全危機管理室管掌

2023年４月 代表取締役社長兼管理本部長(現

任)

(注)４ 10
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

社外監査役 鳥海　隆雄 1952年10月11日生

1977年９月 ティエステック株式会社入社

1983年10月 朝日監査法人(現有限責任あずさ

監査法人)入社(非常勤職員)

1987年４月 公認会計士　税理士鳥海公認会計

士事務所代表(現任)

2003年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

社外監査役 本橋　信隆 1948年12月16日生

1971年６月 監査法人池田昇一事務所(現EY新

日本有限責任監査法人)入所

1973年３月 公認会計士登録

1990年９月 センチュリー監査法人(現EY新日

本有限責任監査法人)代表社員就

任

2008年６月 新日本監査法人(現EY新日本有限

責任監査法人)退所

2008年７月 公認会計士　税理士本橋信隆事務

所代表(現任)

2012年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

計 37,569
 

 

(注) １．取締役　木之瀨幹夫、猪岡修治、西田英樹及び高橋淳子は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。

２．監査役　鳥海隆雄及び本橋信隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．常務取締役技術本部長　菅井賢志は、代表取締役会長　髙橋修の義弟であります。

また、常勤監査役　髙橋学は、代表取締役会長　髙橋修の実弟であります。

４．2023年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

５．2020年６月16日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

 
②　社外役員の状況

当社の社外取締役は４名であります。

社外取締役木之瀨幹夫氏及び現所属事務所と当社において、取引関係が一切ないことから、意思決定に対して

影響を与え得る取引関係はないと判断しております。以上から、同氏は、当社経営陣からの独立性を有している

と判断しております。

社外取締役猪岡修治氏は、株式会社横河システム建築の代表を歴任し、システム建築の知見に長けていること

に加え、企業経営を統治する十分な見識を有しております。また、当社と株式会社横河システム建築の取引関係

は軽微なものであることから、意思決定に対して影響を与え得ないと判断しております。なお、当社株式の保有

は「役員の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおりであります。以上から、同氏は当社経営陣からの独立性を

有しており、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

社外取締役西田英樹氏はEY新日本有限責任監査法人に30年にわたり従事しており、会計・財務に関する高度な

経験や知見を有しております。当社グループのコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、企業価値や経営

の透明性を更に向上させる職務を、適切に遂行できると判断しております。なお、代表を務める西田公認会計士

事務所と当社において、取引関係が一切ないことから、意思決定に対して影響を与え得る取引関係はないと判断

しております。以上から、同氏は、当社経営陣からの独立性を有していると判断しております。

社外取締役高橋淳子氏は東京国税局に入局し、長きにわたり従事しており、税務・会計に関する高度な経験や

知見を有しております。当社グループのコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、企業価値や経営の透明

性を更に向上させる職務を適切に遂行できると判断しております。なお、代表を務める高橋淳子税理士事務所と

当社において、取引関係が一切ないことから、意思決定に対して影響を与え得る取引関係はないと判断しており

ます。以上から、同氏は、当社経営陣からの独立性を有していると判断しております。

当社の社外監査役は２名であります。

社外監査役鳥海隆雄氏及び現開設事務所と当社において、取引関係が一切ないことから、意思決定に対して影

響を与え得る取引関係はないと判断しております。以上から、同氏は、当社経営陣からの独立性を有していると

判断しております。
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